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（実績値） （目標値） あるいは取得の方法 目標値 取組方針

子育て支援課 赤ちゃん訪問実施率 ％ 100 100 実績値(実施数/対象者数） 100
赤ちゃんが生まれた全ての家庭に
訪問する。

子育て支援課 児童相談件数（支援・見守）割合 ％ 43.6 56.4
実績値(要保護児童の支援・見守の
児童に対しての割合) 46.8

支援から見守りへ移行できるよう
他機関との連携を図る。

子育て支援課
放課後児童クラブ利用登録児童数割
合

％ 17.6 23.6
利用登録児童数/市内小学校児童数
（４月１日時点） 23.1

来年度の利用希望者が、待機児童
が発生することなく利用できるよ
うに取り組む

子育て支援課 ファミリー・サポート利用者数 人 73 100 実績値 80
市広報やホームページで幅広く周
知する

子育て支援課 子ども食堂の団体数 団体 3 4 高富・伊自良・美山地域に開設 4
市広報やホームページで幅広く周
知する。

学校教育課
こどもサポートセンターを利用した
児童生徒の満足度

％ － 60 こどもサポートセンターから報告 50

学校、関係各課と連携し教育相談
体制や保護者支援を充実させ、学
校や適応指導教室に通学できない
児童生徒の対応強化に努めます。

学校教育課
学校コラボレーター活動延べ人数
（登下校指導を除く）

人 1,405 1,500 各学校からの報告 1,424
各校の通信発行によるコラボレー
ター活動周知
コーディネーターの訪問回数増

生涯学習課 放課後アトリエ教室 回／月 0 3 2回/年
トライアル校（小学校１校）にて
１～３年生の希望者を対象に実施
する。

生涯学習課
中学生以下の図書貸し出し数（市
内）

冊 13,484 14,500 貸出統計累積により算出 14,000
新刊やお勧め本を保護者や学校に
にメ－ルを活用して直接提供す
る。

生涯学習課
就学前乳幼児向けコンサートの参加
人数

人 200 250 イベント当日のカウント 100
親子で楽しめる人形劇を企画す
る。
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令和６年度　自然と活力調和プラン（第３次山県市総合計画基本構想・前期基本計画及び山県市デジタル田園都市国家構想総合戦略）の実施概要
令和6年7月22日時点

基
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施
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担当課 指標名 単位

学校教育課 不登校(30日以上欠席)児童･生徒数 1000人当たりの人数 29 20 各校からの報告 21
家庭・学校・関係諸機関が連携
し、その児童生徒に合った支援を
講じていく。

学校教育課 学習ドリルソフト利用回数 回／月 － 22 実績値データより取得 5
1週間の授業のうち、全学年最低1
回は学習ドリルを利用する。

学校教育課 多目的ルーム利用率 ％ － 50 各校からの報告 20
多目的ルームの積極的な活用につ
いて周知し、他校と情報共有を図
る。

学校教育課 地元食材提供回数 回 － 24 LINE投稿回数 11

子どもたちに好評な給食メニュー
を毎月（8月除く）1回、山県市公
式LINEに投稿。家庭のメニューの
参考に取り入れていただけるよう
取り組む。

生涯学習課 公民館講座（公民館） 講座 13 20 15
地区公民館で講座を開講できるよ
うにする。

生涯学習課 市民一人あたりの蔵書貸出 率冊数
冊
 ％

3.3 4
図書貸出し総数から、山県市民への
貸出し総数を人口で除する。 4

電子図書や自動貸出機等の導入に
より、より活用のしやすい環境を
つくる。

生涯学習課 主催スポーツイベント参加者数 人 600 800 イベント当日のカウント 700
いつでも、どこでも、だれもが参
加ができるスポーツレクリエー
ションの催しを企画する。

生涯学習課 体育施設の利用者数 人 250,000 300,000 予約システムにより集計 255,000
スマートフォン等での予約や
キャッシュレス決済端末の導入に
より利用しやすい環境を整える。

福祉課 美里会館利用者数 人 5,736 6,000 6,000

地域住民の福祉の向上や、人権啓
発の住民交流の拠点となる開かれ
たコミュニティ拠点として、生活
上の各種相談事業や人権課題の解
決のための各種事業を総合的に
行っていく。

生涯学習課 人権教育講演会参加者数 人 250 300 300
昨年度と同水準の参加者数を目標
にし、さらにライブ配信によって
より多くの視聴者を見込む。
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令和６年度　自然と活力調和プラン（第３次山県市総合計画基本構想・前期基本計画及び山県市デジタル田園都市国家構想総合戦略）の実施概要
令和6年7月22日時点

基
本
目
標

施
策

担当課 指標名 単位
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企画財政課 さくらカンパニー認定企業数 社 24 29 市が認定した企業数 29

さくらカンパニー事業の普及促進
を図り、地域全体でワーク・ライ
フ・バランスや女性活躍の機運を
高めていく。

生涯学習課 大桑城跡国史跡指定 人数 － 指定 文部科学大臣による官報告示 －
指定に向けて報告書の作成を行
う。

生涯学習課 無形民俗文化財公演会等来場者数 人数 100 180 140
国民文化祭の演目の一つとして行
い、より多くの来場者を見込む。

生涯学習課 古田紹欽記念館来館者数 人数 4,100 5,000 4,300
文化ゾーンのイベント、展示会等
の参加者が来館しうるよう促す。

学校教育課

山県の自然体験学習や歴史学習を通
して、ふるさと山県での楽しさや学
びを感じることができた児童の割合

％ 95.2 95％以上維持 市内小学校 95％以上維持
現地を訪れて自然や歴史を実感で
きる活動を、委託業者とともに充
実させる。

福祉課
地域の活動や行事へ「積極的に参加
している」割合

％ 26.3 31.3 地域福祉に関する市民アンケート － 次回アンケートは８年度中予定

福祉課
地域課題の解決方法「住民同士で協
力して解決したい」の割合

％ 45.1 49.5 地域福祉に関する市民アンケート － 次回アンケートは８年度中予定

福祉課

福祉サービス情報の入手について、
「十分できている」と「おおむねで
きている」の合計の割合

％ 22.2 28.7 地域福祉に関する市民アンケート － 次回アンケートは８年度中予定

健康介護課 特定健康診査受診率 ％ 36.8 40以上 特定健診等実施状況統計表 42

健診について幅広い世代に周知
し、広報やチラシ、はがきなどの
媒体を通して効率的・効果的な受
診勧奨を実施する。

健康介護課 う歯のない児の割合（12歳児） ％ 98.97 97以上維持 学校保健統計調査 98
むし歯予防事業のブラッシング指
導やフッ化物洗口事業を継続す
る。
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令和４年度 令和９年度 目標指標の測定 令和６年度 令和６年度
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令和６年度　自然と活力調和プラン（第３次山県市総合計画基本構想・前期基本計画及び山県市デジタル田園都市国家構想総合戦略）の実施概要
令和6年7月22日時点

基
本
目
標

施
策

担当課 指標名 単位

健康介護課
ゲートキーパー研修累計受講者数
（直近５年間）

人 578 500以上 健康介護課集計 500

市民や関係機関を対象としたゲー
トキーパー養成研修を開催し、メ
ンタルヘルスケアや自殺予防につ
いての普及・啓発を推進する。

健康介護課 高齢者インフルエンザ予防接種率 ％ 57.9 70以上 地域保健・健康増進事業報告 58
予防接種の必要性を対象の市民に
伝え、適切な時期に接種できるよ
う環境整備や周知を行う。

市民環境課 国民健康保険税の収納率 ％ 95.9 95.96
過去4年間の実績から収納率の増加
分の平均を算出し、加算 95.91

口座振替、コンビニエンススト
ア、スマホ決済アプリでの納付を
推進

健康介護課
美山北部地域巡回診療の年間利用者
数

延べ人数 － 50以上 健康介護課集計 15
山県医師会の２医療機関の協力の
もと、北武芸公民館に巡回診療所
を開設する。

健康介護課
要支援・要介護認定率（第1号被保険
者）

％ 15.8 16.5
実績値(認定者数/第1号被保険者
数） 15.6

各種介護予防事業を実施するほ
か、特定健康診査及び後期高齢者
健康診査の自己負担金を無料化す
る。

健康介護課 一般介護予防事業参加延べ人数 人/年 8,174 9,000 実績値 9,000
新規参加者を増やすため、介護予
防やフレイル予防の普及啓発、個
別訪問等による参加勧奨を行う。

健康介護課 認知症サポーター延べ人数 人 2,068 2,500 実績値 2,350
幅広い世代に受講してもらうよ
う、小中学校や商業施設等でも養
成講座を実施する。

福祉課
ワンコインサービスの受注件数（シ
ルバー人材センター）

件 359 380 実績値 380

「ちょっと困りごと」をワンコイ
ンで引き受けるワンコインサービ
スを通じて、高齢者が地域の中で
の生きがいを得られるよう、山県
市シルバー人材センターの活動を
支援します。

福祉課
強度行動障害に関する状況、支援
ニーズの把握及び検討

回数/年 0 1 1
必要に応じ他市町に調査方法等を
確認し検討していく。

福祉課
地域生活支援拠点における運用状況
の検証及び検討

回数/年 1 1 1
地域生活支援拠点において、関係
機関との連携も含め、運用状況や
課題等検討する場を設けます。
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令和４年度 令和９年度 目標指標の測定 令和６年度 令和６年度
（実績値） （目標値） あるいは取得の方法 目標値 取組方針

令和６年度　自然と活力調和プラン（第３次山県市総合計画基本構想・前期基本計画及び山県市デジタル田園都市国家構想総合戦略）の実施概要
令和6年7月22日時点

基
本
目
標

施
策

担当課 指標名 単位

福祉課 子ども支援部会への参加機関数 数 11 13 15
幼児期から学齢期について新しい
委員とも共有できるよう各機関と
連携していく。

福祉課 重層的支援に関する会議等の開催 回数/年 1 1 2
相談窓口担当課による、情報共有
及び連携を図るため会議を開催し
ます。

総務課 地区防災計画策定数 地区 0（単年） 1（累計） 累計(R6~R9) －
地区計画策定に向けてモデル地区
選定及び関係者との協議を進め
る。

総務課 山県市情報配信サービス登録者数 人 442（累計） 600（累計） 累計(R6~R9) 490
引き続き、各種行事実施時やＨＰ
等にて情報発信し、新規登録を促
していく。

総務課 防災士（新規資格取得者） 人 3（単年） 20（累計） 累計(R6~R9） 5
県や関係機関等から提供される養
成講座等の案内情報を都度、ＨＰ
等にて市民に周知案内する。

建設課 木造住宅耐震診断実施件数 件 6（単年） 20（累計） 累計(R6~R9） 15
制度周知なども含め啓発活動に取
り組む。

建設課 木造住宅耐震補強工事実施件数 件 0（単年） 4（累計） 累計(R6~R9） 1
制度周知なども含め啓発活動に取
り組む。

総務課 防犯啓発活動の実施 回/年 12 12 情報紙の発行回数 12
犯罪の未然防止に向けた取り組み
として、複雑化・多様化する犯罪
に対して、情報を提供を行う。

総務課 交通安全教育の実施 回/年 42 42 交通安全教室の開催数 42

交通事故の無い安全で住みよい社
会の実現に向けた取り組みとし
て、年齢段階別に交通安全教室を
行う。

総務課 街頭啓発活動実施 回/年 23 23 街頭指導の実施回数 23
交通ルールの遵守及び交通マナー
向上のため啓発活動を行い、市民
の交通安全意識の高揚を図る。

市民環境課 消費者行政年間相談数 件 37 45 相談人数のカウント 42
市民へ消費生活相談の啓発を行
う。
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令和４年度 令和９年度 目標指標の測定 令和６年度 令和６年度
（実績値） （目標値） あるいは取得の方法 目標値 取組方針

令和６年度　自然と活力調和プラン（第３次山県市総合計画基本構想・前期基本計画及び山県市デジタル田園都市国家構想総合戦略）の実施概要
令和6年7月22日時点

基
本
目
標

施
策

担当課 指標名 単位

建設課 公園トイレの改良整備箇所数 箇所 0 2
トイレに係る改良整備箇所数（累計
R6～9） 0

整備工事実施に向け設計等の準備
を行む。

建設課 危険空家等除却補助金交付件数 件 6（単年） 20（累計） （累計R6～9） 5
制度周知なども含め啓発活動に取
り組む。

建設課
住宅取得等祝金制度の住宅取得・増
築件数

件 38（単年） 120（累計） （累計R6～9） 30
制度周知なども含め啓発活動に取
り組む。

まちづくり・企業支援課 空家バンク登録数 件 15（単年） 50（累計） （累計R6～9） 10 空き家バンクについて周知する。

まちづくり・企業支援課 空家利活用促進補助金交付件数 件 14（単年） 50（累計） （累計R6～9） 14
空き家を取得・改修した人等に補
助金制度を周知する。

市民環境課 環境パトロール回数 延回/年 160 160 年間委託回数 160
定期的なパトロールを実施し、市
内の環境衛生保全や不法投棄の早
期発見に努める。

建設課 都市計画マスタープランの見直し － － 見直し 令和６年度改定予定 －
令和６年度中にプラン改定を行
う。

農林畜産課 遊休農地の筆数 件 104 99 農地パトロール 103
農業委員・農地利用最適化推進委
員とともに農地パトロールを行い
遊休農地を把握し解消に努める。

建設課 地籍調査事業の推進 ㎢ 1.8 5.3
実施面積に実施した工程の換算倍率
により算定 0.01

R7年度事業再開に向け、E1工程
葛原1-3、-4のH工程を実施する

建設課 要望活動の実施（道路・河川） 回/年 3 3 国・県への要望回数 3
引き続き道路、河川事業の要望活
動を行う

建設課 市道改良工事件数 件/年 33 40
道路新設改良数（小修繕を含む請負
件数） 35

予算の範囲内で重点的に
修繕を実施する。

建設課 砂防事業箇所数 箇所 3 1（累計） 実施箇所確認（累計R6～9） 4
R５実施箇所継続実施
県に対して、新規要望を継続
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令和４年度 令和９年度 目標指標の測定 令和６年度 令和６年度
（実績値） （目標値） あるいは取得の方法 目標値 取組方針

令和６年度　自然と活力調和プラン（第３次山県市総合計画基本構想・前期基本計画及び山県市デジタル田園都市国家構想総合戦略）の実施概要
令和6年7月22日時点

基
本
目
標

施
策

担当課 指標名 単位

建設課 河川除草面積 ㎡/年 86,200 87,900 実施面積計測 94,200
安全通行を考慮し
重要箇所は２回実施予定

建設課 橋梁長寿命化対策 橋/年 7 10 対策実施数（修繕・改良） 5 小橋梁の修繕数を増加に努める。

建設課 除雪協力業者数 社/年 35 32 協力業者確認 31 現在数の確保に努める。

企画財政課 自主運行バス年間利用者数 人 144,593 177,356
乗務員がつける乗降数日報又はIC
カード通過数 166,125

利用者や地域の意見を聴取しなが
ら効率的な公共交通の確保をす
る。また、待合環境向上や費用負
担軽減のため、利用の多いバス停
へのベンチ設置や割引を実施す
る。さらに利用促進策として公共
交通ガイドブック等を活用しなが
ら情報提供を行う。

企画財政課 バスターミナル乗降者数 人/日 221 297
乗務員がつける乗降数日報又はIC
カード通過数 273

山県バスターミナル運用調整・活
用会議を開催し、山県バスターミ
ナルの利用促進策について協議を
行い、賑わいの創出や魅力向上を
図る。

農林畜産課 農地の適正管理依頼通知数 通 79 79 通知数の把握 79
適正管理がされていない農地に対
し、随時管理依頼通知を発送し、
適正管理を促す。

農林畜産課 侵入防止柵支援事業件数 件 12 18 補助金交付件数の把握 18
広報等により制度の周知を図り、
有害鳥獣からの作物被害低減を目
指す。

農林畜産課 新規就農件数 件 0 3 認定申請件数の把握 1
相談窓口としての真摯な対応を心
がける。

農林畜産課 栗生産農家数 件 11 11 栗組合会員数の把握 11 会議等で会員数を随時把握する。
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令和４年度 令和９年度 目標指標の測定 令和６年度 令和６年度
（実績値） （目標値） あるいは取得の方法 目標値 取組方針

令和６年度　自然と活力調和プラン（第３次山県市総合計画基本構想・前期基本計画及び山県市デジタル田園都市国家構想総合戦略）の実施概要
令和6年7月22日時点

基
本
目
標

施
策

担当課 指標名 単位

1
6
　
農
林

畜
産
業
の
振

興 農林畜産課 林地の地番図作成進捗率 ％ 3 15 地番図作成筆数の把握 8
森林環境譲与税の予算の範囲内で
可能な限り未整備地番の把握に努
める。

まちづくり・企業支援課 制度周知のための情報発信回数 回/年 3 4
市ホームページ、広報での情報発信
の回数を集計 3

広報やまがた、やまがたお役立ち
メールマガジンなどを用いて情報
を発信する。

まちづくり・企業支援課 創業者数 人/年 13 14
山県市商工会照会（個人事業主を含
む） 15

創業塾を主催（山県市商工会）
し、新規創業者の支援を行う。

まちづくり・企業支援課
地域経済牽引事業計画策定数（水栓
バルブ関係）

個/年 15 15 岐阜県企業誘致課照会 6
地域未来投資促進法に基づく基本
計画に基づき事業を進捗してい
く。

まちづくり・企業支援課
岐阜・やまがた逸品認定制度による
山県産品の認定数

品目 58 70 岐阜・やまがた逸品認定制度 70 制度の周知をする。

まちづくり・企業支援課 観光入込客数 人/年 581,694 650,000
山県市観光入込客者数調査集計表
（年集計） 620,000 観光資源を市県外へPRする。

まちづくり・企業支援課
近隣高校での合同企業説明会への出
展企業数

社 0 20 出展申込件数 20
市内中小企業の雇用確保対策のた
め、市商工会と連携して実施す
る。

まちづくり・企業支援課 工場等設置奨励金新規交付企業数 社 5 5 奨励金交付件数 5
市外企業の誘致を促進させていく
とともに、市内企業の市外への流
出を防ぐ。

市民環境課

公共施設における温室効果ガスの排
出量(t-CO2)の削減割合(基準年度:平
成25年度)

％ 8.3 40
出典先：令和4年度山県市事務・事
業排出源別二酸化炭素の排出量（市
ホームページ掲載）

11
施設に対し再エネの導入、省エネ
の推進を図り、排出量削減を図る

市民環境課
カーボン・マイナス・シティ推進補
助金（仮称）交付件数

件 0 100
取得先：カーボン・マイナス・シ
ティ推進補助金（仮称）交付申請一
式

25
補助金PRを行い、申請件数増加を
目指す。
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水道課 上水道の水質基準の達成 － 基準内 基準内 水質検査 基準内
定期的な水質検査や浄水場の定期
点検の実施
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令和４年度 令和９年度 目標指標の測定 令和６年度 令和６年度
（実績値） （目標値） あるいは取得の方法 目標値 取組方針

令和６年度　自然と活力調和プラン（第３次山県市総合計画基本構想・前期基本計画及び山県市デジタル田園都市国家構想総合戦略）の実施概要
令和6年7月22日時点

基
本
目
標

施
策

担当課 指標名 単位

水道課 下水道の接続率（公共下水道） ％ 47.2 60 実績値 52
下水道接続キャンペーンや戸別訪
問にて、接続推進を行う。

水道課 下水道放流水の水質基準の達成 － 基準内 基準内 水質検査 基準内
放流水質の適正な維持管理を行
い、適正放流水質を確保する。

水道課
・

市民環境課
汚水処理人口普及率 ％ 86.3 90.3

岐阜県内市町村毎の汚水処理人口普
及率目標値は岐阜県汚水処理施設整
備構想(R5.3)山県市令和7年度計画
値

88.7
水質汚濁の進行を防止するため、
合併浄化槽設置者に対し、補助金
を交付する。

市民環境課 1人1日当たりの排出量 g/人日 695.9 680 一般廃棄物実態調査 690
市民へのごみの減量・適正処理の
周知
生ゴミ処理機等補助金の交付

市民環境課 一般廃棄物のリサイクル率 % 9.9 15 一般廃棄物実態調査 12
市民へのごみの適正処理の周知
焼却灰のリサイクルの実施

市民環境課 ごみ処理体制の方針 － 検討 決定 検討
ごみ処理施設の今後のあり方を検
討

総務課 広報紙に対する満足度 ％ － 70 アンケート調査 － R7アンケート実施予定

総務課 自治会加入率 ％ 81.8 81.8
実質的加入数（世帯分離等を考慮し
て算出） 82

これからも安定的に地域活動に取
り組めるよう、自治会への支援を
行う。

企画財政課
協働のまちづくり活動補助金新規申
請団体件数

件/年 ー 1 各年度実績 16

HPや広報、チラシを活用し市民に
広く周知を行う。また、通年受付
を行い1件でも多く採択できるよう
に努める。

総務課 第6次行政改革大綱実施計画の達成率 ％ － 100 60
第6次行政改革大綱実施の初年度の
ため、令和9年度の目標達成に向け
て計画を随時進めていく。

企画財政課 ふるさと納税寄附額 千円 519,045 700,000 各年度決算 600,000
ポータルサイトを増加し、販路を
拡大することで、新規寄附獲得を
図る。
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令和４年度 令和９年度 目標指標の測定 令和６年度 令和６年度
（実績値） （目標値） あるいは取得の方法 目標値 取組方針

令和６年度　自然と活力調和プラン（第３次山県市総合計画基本構想・前期基本計画及び山県市デジタル田園都市国家構想総合戦略）の実施概要
令和6年7月22日時点

基
本
目
標

施
策

担当課 指標名 単位

総務課 職員数 人 245 248 令和7年度計画値 253 積極的な人材確保を行う。

市民環境課 マイナンバーカードの申請率 ％ 85.36 100 R5.3.31現在の申請者数22,179人 87
マイナンバーカードの利便性のPR
に努める。

総務課 建築系公共施設の延床面積 ｍ2 146,478 117,512 既存施設の延床面積 －
公共施設等管理計画に基づき実施
していく。

総務課
建築系公共施設の長寿命化計画等策
定施設数

施設 2 39 長寿命化計画等策定済施設数 2
公共施設等管理計画に基づき実施
していく。

企画財政課 基金残高（財政調整基金） 億円 28.2 19 各年度決算 27

基金繰入の抑制に努めつつ、中長
期的に取り組むべき課題に対して
は時期を逸することのないよう財
政運営に努める。

企画財政課 実質公債費比率 ％ 9.1 9 各年度決算 9
将来人口の減少を見据え発行抑制
に努めつつ、有利な地方債を活用
し適正な予算確保に務める。

企画財政課 企業版ふるさと納税件数 件 3 10 各年度決算 10

企業版ふるさと納税のマッチング
支援契約を複数の事業者と締結
し、全国の企業から広く寄附を募
る。

企画財政課 経常収支比率 ％ 88.6 90 各年度決算 89
ＤＸの活用などにより業務の効率
化を図り、経常経費の縮減に努め
ます。

企画財政課 自主財源率 ％ 34.1 35 各年度決算 34
ふるさと納税の新規寄附獲得を図
るなど自主財源の確保に努める。

企画財政課 市税収 億円 29.4 28.9 各年度決算 28
定額減税の影響はあるものの、新
規滞納者への早期対応などにより
税収の確保に努める。
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進 総務課 書かない窓口対応手続き数 種類 0 20
窓口申請支援サービスで実施できる
手続きの数 15

デジタル田園都市国家構想デジタ
ル実装タイプ（ＴＹＰＥ１）実施
計画に基づき事業を進めていく。
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令和４年度 令和９年度 目標指標の測定 令和６年度 令和６年度
（実績値） （目標値） あるいは取得の方法 目標値 取組方針

令和６年度　自然と活力調和プラン（第３次山県市総合計画基本構想・前期基本計画及び山県市デジタル田園都市国家構想総合戦略）の実施概要
令和6年7月22日時点

基
本
目
標

施
策

担当課 指標名 単位

総務課 LINE公式アカウントの友だち登録数 人 0 2,400 LINE公式アカウントの友だち登録数 1,000
デジタル田園都市国家構想デジタ
ル実装タイプ（ＴＹＰＥ１）実施
計画に基づき事業を進めていく。

総務課 電子決裁率 ％ 0 50 文書管理システムでの電子決裁率 30
文書管理マニュアルを作成し、決
裁ルールの周知徹底を図る。

総務課 キャッシュレス決済比率 ％ 0 40
窓口手数料支払いにおけるキャッ
シュレス収納割合（金額） 25

デジタル田園都市国家構想デジタ
ル実装タイプ（ＴＹＰＥ１）実施
計画に基づき事業を進めていく。
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